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原油価格・物価高騰緊急対策事業 概要 

 
（以下の予算措置の内容は、令和 4年度日野市一般会計補正予算（第 4号）（令和 4年 6月

20日議決）で措置されたものです） 

 

１．給食食材費高騰への対応  

【この件のお問い合わせ】 

日野市 教育部 学校課 担当 久保田  電話 042-514-8749 

 

■事業背景 

昨今の社会情勢により、学校給食食材価格が高騰している状況を受け、小中学校に対し補助

を行い、保護者の負担を増やすことなく給食の質・量を確保するもの。 

 

■事業概要（上記を踏まえた対応）  

① 補助対象 

   各小・中学校の食材購入費 

② 補助額 

   給食費（Ｒ4年 7月分～Ｒ5年 3月分）の 4.0％相当分 

 

■予算措置 

事業名：学校給食運営経費（学校課） 

予算科目 事業費 
財源 

国庫支出金※ 一般財源 

学校給食（食材）費補助金

（小学校費） 
16,202千円 15,062千円 1,140千円 

学校給食（食材）費補助金

（中学校費） 
8,950千円 8,395千円 555千円 

（合計） 25,152千円 23,457千円 1,695千円 

※ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 
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２-（１）．キャッシュレス決済サービスを活用した経済支援  

【この件の問い合わせ先】 

日野市 産業スポーツ部 産業振興課 担当 中沢  電話 042-514-8437 

 

■事業背景 

新型コロナウイルス感染症の影響が続く中、昨今の社会情勢による物価高騰により生活が圧

迫される市民を支援し、市民生活の下支えをするとともに、原材料費や光熱費の高騰により影

響を受けている事業者を支援するため、キャッシュレス決済サービスを活用し、ポイント還元に

よる経済支援策をおこなうもの。 

 

事業概要（上記を踏まえた対応）  

① 実施期間 

   年内に実施（2か月間の実施を予定） 
 

② 還元率等 

    期間を１か月ごとに区切り、対象を変え実施を予定    

期間 対象事業者 還元率 1回上限 期間上限 

１か月目 市内中小事業者 30％ 3,000円 15,000円 

２か月目 市内全加盟店 30％ 3,000円 10,000円 

 

■予算措置 

事業名：コロナ禍における原油価格・物価高騰等対策経費（産業振興課） 

予算科目 事業費 
財源 

国庫支出金※1 一般財源※2 

キャッシュレス決済活用 

物価高騰対策事業 

業務委託料 

571,000千円 375,584千円 195,416千円 

キャッシュレス決済活用 

物価高騰対策事業販促 

業務委託料 

9,000千円 6,750千円 2,250千円 

（合計） 580,000千円 382,334千円 197,666千円 

※1 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

※2 東京都の補正予算により新たに補助メニューが追加される見込みであり、補助交付決定 

後、一般財源を充当している費用の一部について補正予算で財源補正を想定。   



 

3 

 

２-（２）．シニアＩＣＴ支援事業  

【この件のお問い合わせ】 

日野市 教育部 中央公民館 担当 奥住  電話 042-581-7580 

 

■事業背景 

キャッシュレス決済サービス活用事業の実施にあわせ、スマートフォンに不慣れな高齢者に

対する使い方講座を追加で実施し、デジタルディバイドの解消を図るもの。 

 

■事業概要（上記を踏まえた対応）  

① 実施対象 

   スマートフォンの利用に不慣れな高齢者 

 

② 実施予定回数 

キャッシュレス決済活用事業開始にあわせ、6回程度実施 

※上記とは別に、既存予算により、7月から 8月にかけて 4回、東京都の事業として、 

8月から 9月にかけて 4回、合計 8回を実施予定 

 

③ 実施会場 

  中央公民館、福祉支援センターなど 

 

④ 定員 

  1回につき 30名程度 

 

■予算措置 

事業名：シニアＩＣＴ支援事業経費（中央公民館） 

予算科目 事業費 
財源 

国庫支出金※ 一般財源 

講師謝礼 240千円 240千円 0千円 

（合計） 240千円 240千円 0千円 

※ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 
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３．ものづくり事業者への電気料金支援  

【この件のお問い合わせ】 

日野市 産業スポーツ部 産業振興課 担当 中沢  電話 042-514-8442 

 

■事業背景 

コロナ禍において原油価格や物価高騰の影響を受け、厳しい経営環境に置かれているもの

づくり事業者（中小規模の工業製品の設計・製造等を主な事業とする中小企業者及び個人事業

主）に対し、事業に供する電気料金高騰分の一部に対し、補助金を交付することにより事業の

継続を支援するもの 

 

■事業概要（上記を踏まえた対応）  

① 補助対象 

   市内ものづくり事業者（200社程度） 

 

② 補助額等 

   令和 4年 4月～6月の電気代の 10% 

   （上限 100万円）  

 

③ スケジュール 

  令和 4年 7月下旬 申請受付開始 

  以降順次支給 

 

■予算措置 

事業名：コロナ禍における原油価格・物価高騰等対策経費（産業振興課） 

予算科目 事業費 
財源 

国庫支出金※ 一般財源 

ものづくり事業者 

電気料金支援補助金 
56,960千円 38,000千円 18,960千円 

ものづくり事業者 

電気料金支援補助金 

受付・相談業務委託料 

3,000千円 2,000千円 1,000千円 

郵便料 ４０千円 0千円 ４０千円 

（合計） 60,000千円 40,000千円 20,000千円 

※ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 


